
介護保険改悪を

止めよう！
介護保険事業計画で改善めざそう！
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第１８回介護保険のいまと未来を考えるつどい
２０２６年１０月３日 横浜市健康福祉総合センター８階大会議室ＡＢ

大阪社会保障推進協議会 介護保険対策委員長
下呂市社会保障推進協議会 会長

日下部 雅喜



本日のお話し

〇介護保険のそもそも

〇介護保険のいま

〇どうなる介護保険

〇介護保険事業計画に向
けて
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介護保険の
そもそも
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あと何年、何歳まで生きられる？
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厚
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作
成

65 19.44 84.44 24.30 89.30 
66 18.64 84.64 23.41 89.41 
67 17.85 84.85 22.52 89.52 
68 17.07 85.07 21.64 89.64 
69 16.31 85.31 20.76 89.76 
70 15.56 85.56 19.89 89.89 
71 14.82 85.82 19.03 90.03 
72 14.11 86.11 18.17 90.17 
73 13.40 86.40 17.33 90.33 
74 12.72 86.72 16.49 90.49 
75 12.04 87.04 15.67 90.67 
76 11.38 87.38 14.86 90.86 
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77 10.73 87.73 14.06 91.06 
78 10.10 88.10 13.27 91.27 
79 9.48 88.48 12.49 91.49 
80 8.89 88.89 11.74 91.74 
81 8.31 89.31 11.00 92.00 
82 7.75 89.75 10.29 92.29 
83 7.21 90.21 9.59 92.59 
84 6.69 90.69 8.92 92.92 
85 6.20 91.20 8.28 93.28 
86 5.73 91.73 7.66 93.66 
87 5.29 92.29 7.07 94.07 
88 4.88 92.88 6.51 94.51 
89 4.50 93.50 5.97 94.97 
90 4.14 94.14 5.47 95.47 



6

91 3.80 94.80 5.00 96.00 
92 3.49 95.49 4.56 96.56 
93 3.20 96.20 4.14 97.14 
94 2.93 96.93 3.76 97.76 
95 2.68 97.68 3.41 98.41 
96 2.45 98.45 3.10 99.10 
97 2.23 99.23 2.83 99.83 
98 2.03 100.03 2.58 100.58 
99 1.85 100.85 2.36 101.36 

100 1.69 101.69 2.16 102.16 
101 1.53 102.53 1.98 102.98 
102 1.39 103.39 1.82 103.82 
103 1.26 104.26 1.67 104.67 
104 1.15 105.15 1.54 105.54 

105 1.04 106.04 1.41 106.41 

100歳以上 10万7,677人
2026年9月1日現在



要介護者の割合（認定率）
65歳以上１９．５％
75歳以上３０．８％
８５歳以上５８．２％
９０歳以上７３．０％





介護保険制度の財政的狙い

国５０％ 都道府県

２５％

市町村

２５％

介護保険以前の高齢者福祉制度（２０００年３月まで）公費１００％

（第９期）
保険料５０％ 公費５０％

65歳～

２３％

40歳～64歳

2７％

国２５％
国庫負担金

２０％

調整交付金

５％

都道
府県

12.5

％

市町
村

12.5

％



第1 号被保険者の介護保険料
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１ 保険料算定の仕組み 介護保険制度は，国，地方自治体，４０歳以上の市民のそれ
ぞれの負担によ って，社会全体で高齢者の介護を支える社会保険制度であり，第９期
の 計画期間（２０２４～２０２６年度）は，保険給付費・地域支援事業費のうち 第１号被
保険者（６５歳以上の方）の負担割合が約２３％となります。



全国平均基準月額

第1期（２０００～０２年度） 2,911円 年額34,932円

第２期（２００３～０５年度） 3,293円

第３期（２００６～０８年度）4,090円

第４期（２００９～１１年度） 4,160円

第５期（２０１２～１４年度） 4,972円

第6期（２０１５～１７年度） 5,514円    

第7期（２０１８～２０年度） 5,869円

第８期（２０２１～２３年度）   6,014円

第９期（２０２４～２６年度） 6,225円 年額74,700円     

介護保険料当初の２．14倍！



都道府県別加重平均高い順
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順位 伸び率

1 大阪府 6,826 7,486 9.7%

2 沖縄県 6,826 6,955 1.9%

3 青森県 6,672 6,715 0.6%

4 京都府 6,328 6,608 4.4%

5 秋田県 6,487 6,565 1.2%

47 山口県 5,446 5,568 2.2%

全国平均 6,014 6,225 3.5%

14 神奈川県 6,028 6,340 5.2%



ה ™ ᵑ
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順位 市町村名
第８期保険料 第９期保険料 伸び率

要介護認定率
(2023年12月末時点)

1 相模原市 6,000 6,650 10.8% 19.1%

2 横浜市 6,500 6,620 1.8% 19.7%

3 三浦市 5,885 6,600 12.1% 21.6%

4 川崎市 6,315 6,591 4.4% 19.9%

5 清川村 5,895 6,573 11.5% 14.8%

6 大和市 5,835 6,485 11.1% 19.2%

7 箱根町 6,200 6,400 3.2% 19.0%

8 藤沢市 5,500 6,300 14.5% 20.1%

9 厚木市 5,453 6,199 13.7% 16.2%

10
横須賀市 5,800 6,100 5.2% 19.2%

愛川町 5,400 6,100 13.0% 15.8%

12 小田原市 5,060 5,990 18.4% 18.3%

13 秦野市 5,390 5,950 10.4% 15.1%



ה ™ ᵒ
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順位 市町村名
第８期保険料 第９期保険料 伸び率

要介護認定率
(2023年12月末時点)

14 座間市 5,500 5,859 6.5% 17.9%

15 伊勢原市 5,500 5,850 6.4% 17.1%

16 平塚市 5,513 5,836 5.9% 17.5%

17 逗子市 5,810 5,810 0.0% 23.0%

18 湯河原町 5,500 5,800 5.5% 17.3%

19 中井町 5,739 5,739 0.0% 15.5%

20 真鶴町 5,800 5,700 - 1.7% 16.2%

21 綾瀬市 5,212 5,693 9.2% 17.8%

22
山北町 5,580 5,600 0.4% 18.8%

開成町 5,400 5,600 3.7% 17.2%

24 鎌倉市 5,500 5,500 0.0% 21.7%

25 葉山町 4,900 5,400 10.2% 19.3%



ה ™ ᵓ

15

順位 市町村名
第８期保険料 第９期保険料 伸び率

要介護認定率
(2023年12月末時点)

26 茅ヶ崎市 4,980 5,380 8.0% 18.1%

27 海老名市 5,180 5,353 3.3% 17.5%

28

寒川町 5,100 5,200 2.0% 17.1%

二宮町 4,700 5,200 10.6% 18.4%

松田町 5,100 5,200 2.0% 15.1%

31 南足柄市 5,075 5,150 1.5% 16.1%

32 大井町 4,800 5,000 4.2% 14.2%

33 大磯町 5,300 4,700 - 11.3% 17.6%



介護の「いま」
介護保険三つの危機
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介護保険の現状

「介護」の4文字熟語
介護心中・介護殺人ᵼ年間５０～70件

介護退職ᵼ年間９万～14万人
介護貧乏・介護破産

ᵼ多大な自己負担
介護難民ᵼ特養だけでなく在宅でも

介護崩壊
ᵼ介護現場の人手不足は「絶望的」

介護保険制度は「危機的」状態
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どうなる

介護保険
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2022 2,154,498

2026 2,402,433 2,180,120 90.7

2040 2,722,313 2,106,023 77.4



社保審－介護給付費分科会第256回（R8.4.27)資料3
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介護保険3大改悪の現局面
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新たな改悪 従来の3大改悪＋２
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介護サービス負担増が正念場

①有料老人ホーム入居者
のケアマネジメント有料化

②介護サービス料２割負
担の対象拡大
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有料老人ホームには、

・住まいと介護サービスを一体的に提供する「介護付きホーム」（介護保険指定あり）

・必要な介護サービスは外部事業所を利用する「住宅型ホーム」

の２類型があります。

近年、多様な介護ニーズの受け皿として重要性が高まる中、中重度の要介護者の増加などにより、両
者は機能的に近接しています。しかし、制度上の位置付けには顕著な差があり、その均衡確保が課題
となっています。

●「住宅型ホーム」では、併設・隣接事業所の利用への限定・誘導等による入居者の主体的な選択の制
約・過剰な介護サービスの提供といった、いわゆる「囲い込み」の課題も指摘されています。32
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34

事前配布なし資料

有料老人ホームにおける望ましいサービス提供のあり方に関する検討会（第８回）2026/7/29 資料から抜粋

登録制対象の
有料ホームは

98.4％？



次々期改定ではケアマネジメント全てが有料？

①有料老人ホーム「登録制」が実施されれば、入居者を
担当している居宅介護支援事業所は自動的に「登録施
設居宅介護支援事業所」になる（見なし指定）

②その時点でケアマネジメントは一部有料化される

③利用者負担に事業所は「耐性」ができ（説明・徴収事
務など）、抵抗が少なくなる

④次期介護保険制度見直しで居宅介護支援も有料化さ
れ、ケアマネジメント有料化が「完成」！？
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居宅介
護支援
事業所

居宅介護支援（無料）

登録施設介護支援（有料）

有料ホーム登録制実施後

居宅介
護支援
事業所

居宅
介護
支援

（無
料）

現行

居宅介
護支援
事業所

居宅介護支援（

有料）

登録施設介護
支援（有料）

次期見直し
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合計所得金額
（調整後）

年金収入額

介護保険
負担割合

後期高齢者医
療負担割合

80 ד

200 ד

160 ד

280 ד

220 ד

340 ד 383 ד

後期高齢２割

介護保険２割 介護保険３割

後期高齢３割

155 ד

住民税課税

合計所得金額、年金収入額と負担割合（イメージ）

β
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介護保険制度改善の請願署名
介護保険制度・介護報酬の抜本改善、大幅な処遇改善を求める請願署名

【請願項目】
1. 訪問介護の基本報酬をはじめ、介護報酬全体の大幅な底上げを行う

こと、その際はサービスの利用に支障が生じないよう、利用料負担の軽
減などの対策を講じること

２. 介護保険の利用に困難をもたらす利用料２割負担の対象拡大、有

料老人ホーム入居者のケアプランの有料化などの見直しを行わないこ
と、人口減少地域の介護サービスの基準緩和、保険給付はずしを行わ
ないこと

３. 全額国庫負担により、すべての介護従事者の賃金を全産業平均ま

で早急に引き上げること。介護従事者を大幅に増やし、一人夜勤の解
消、人員配置基準の引き上げを行うこと

４. すべての地域において、必要なときに必要な介護が保障されるよう、

介護保険料、利用料、居住費・食費などの費用負担の軽減、サービス
の拡充による介護保険制度の抜本的な見直しを行うこと。介護保険財
政に対する国庫負担の割合を大幅に引き上げること 46



「介護分野の最近の動向」社保審－介護給付費分科会第256回（R8.4.27）資料３



介護保険給付費の「財政規模」
全国 介護保険給付費 総額 約13.2兆円（2025年度）

2026年度政府予算

国庫負担額 ３兆1,507億円 ・・・・・Ａ
内訳 給付費負担金  2 兆 4,736 億円 ＋ 交付金 6,771 億円

2026年度予算一般会計歳出総額１２２兆3,092億円・・Ｂ
介護給付への国庫負担額の政府一般会計歳出に占める割合

Ａ／Ｂ ＝ ２.57％

介護給付への国庫負担の伸び率（当初予算比較）
2025年度予算 2026年度予算 増加額 （率）

3兆1,002億円 ᵼ 3兆1,507億円 ＋505億円（1.62％増）

β │
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介護保険事
業計画に向

けて



中山間地だけの問題でない

介護保険の根幹
壊す歴史的改悪
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障害福祉サービスにも同様の仕組みを導入
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介護保険の加入者は、住んでいる地域によって差
別され、介護サービスの「質・量」が低劣にされる
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第261回社会保障審議会介護給付費分科会（令和８年７月23日）資料１

中山間地だけでなく、全国的に基準緩和に繋がる
生産性向上・ICTロボット活用で人減らしへ

弾力化対象

・訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、
短期入所生活介護、福祉用具貸与、居宅
介護支援

・介護老人福祉施設、介護老人保健施設
・介護医療院
・特定施設入居者生活介護
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今回の改定は、状態（要介護度）にかかわらず、「住所地域」
で区分し、「訪問介護」、「訪問入浴介護」、「通所介護」、「短期
入所生活介護」を保険給付から外すことを可能にする
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厚生労働省資料によると①だけでも８９４と全国の市町村数（1718）の52％に及ぶ ②は57

市町村、③は具体的な数値は示していないが解釈・運用によっては広範囲に及ぶ可能性が
ある

特別地域加算・離島相当サービスの対象地域
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（令和８年６月29日第135回社会保障審議会介護保険部会資料１から作成）



2026年7月15日 介護保険担当課長会議 介護保険計画課資料（２）

特別地域加算：人口密度が低い・交通が不便などの理由で介護サービスの確保が著しく困難な
地域に所在する事業所を評価し、経営やサービス提供体制を維持するための介護報酬の加算

対象となるサービスの1月当たりの所定単位数の15％が加算

対象となるサービス：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、福祉用具貸与

山村振興法にもとづく「振興山村」
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すでに地方では攻防が始まる

〇自治体は現在「第10期介護保険事業（支援）
計画」（2027～29年度）を検討中

〇国は、2040年に向けてこの「特定地域」サー
ビスや事業について活用検討を押し付け

〇自治体は内容もよくわからないまま、今後、
介護サービスについて「基準緩和」「保険外し・
市町村事業化」に向けて踊らされる危険性

68

第10期介護保険事業計画に対し地域から、声、要望を届ける
運動を巻き起こそう



よりよい第１０期計画にするために

〇本当の地域包括ケア（重度の要介護状態になってもΧ）の実
現に向けた計画めざす

〇住民参画と情報公開で「「分かりやすく」「見えやすい」計画作
成過程にさせる

〇要介護者の声と実態を自治体に把握させるための「介護者
家族懇談会」「介護関係者意見交換会」などの開催をさせる

〇パブリックコメントは、「アリバイ的」なものでなく、計画案の全
戸配布や地域別説明・意見交換会など徹底した住民への周知
と意見反映の取組みがなされるべき

〇「介護保険料」については、給付費推計をしっかり説明させ、
「基金」（取り過ぎ保険料の余り）がある場合は、高齢者へ還元
させる（第10期介護保険料算定の際に取崩して保険料抑制に
活用させる



第10期介護保険事業計画に対する
要望項目の例

・介護保険料を引き下げること（引上げを行わない、保険料軽
減制度を拡充等）

β基金の貯め込みがあるところは全額取崩して保険料を引き
下げること

・介護サービス利用を分かりやすく使いやすくすること

・必要な時に利用できる介護サービスを整備すること

・介護の費用負担軽減のための仕組みをつくること

・介護人材確保のため市町村独自の支援を行うこと

・訪問介護など事業者支援を行うこと

・補聴器購入費助成制度をつくること

β実施している自治体では助成額の引き上げなど改善
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第8期（2021～23年度）
保険料

素案

計画

パブリックコメントの意見と市対応
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第9期（2024～26年度）
保険料

素案

計画
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第１０期（2027～29年度）
保険料

素案

基金を活用しても大幅な引き上げ？！



横浜市の介護保険事業の収支・基金保有額の推移
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期 年度 歳入合計 歳出合計
歳入歳出
差引残額 基金保有額

基金保有
額/歳入合
計

歳入歳出差
引残額/歳入
合計

第5期

2012 217,343,270 216,254,824 1,088,446 6,571,079 3.0% 0.5%

2013 226,503,509 224,356,380 2,147,129 3,755,455 1.7% 0.9%

2014 241,662,141 237,022,786 4,639,355 ー 1.9%

第6期

2015 254,912,809 250,424,065 4,488,744 5,060,309 2.0% 1.8%

2016 265,102,075 254,378,868 10,723,207 6,675,225 2.5% 4.0%

2017 276,987,904 274,204,478 2,783,426 15,723,766 5.7% 1.0%

第7期

2018 281,213,954 275,631,615 5,582,339 15,366,633 5.5% 2.0%

2019 292,769,242 288,585,478 4,183,764 17,203,951 5.9% 1.4%

2020 307,158,780 295,524,430 11,634,350 15,561,355 5.1% 3.8%

第8期

2021 323,637,221 311,999,860 11,637,361 22,024,196 6.8% 3.6%

2022 327,351,788 312,944,838 14,406,950 22,362,375 6.8% 4.4%

2023 342,862,425 329,132,283 13,730,142 22,173,948 6.5% 4.0%

第9期

2024 352,548,070 344,711,290 7,836,780 25,489,484 7.2% 2.2%

2025 356,924,227 349,775,646 7,149,580 2.0%

2026

2012年度～2024年度は 厚生労働省介護保険事業状況報告書から作成。2025年度は横浜市令和7年度介護保険事業特別会計決算書から作成。

基金保有額は第6期から増え続け、取崩し以上に、積み増してきた



ミサイルでなくケアへ

77

ご清聴ありがとう
ございました
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